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はじめに  

 

 近年、人口減少や高齢化の進展、地域産業の空洞化と地域外資本によるサー

ビス提供の増加を受けて地域の経済社会システムが崩壊しつつあるという危機

感から、地域通貨が改めてクローズアップされている。特に地域資源をどのよ

うに発掘・活用していくのか、またそれを地域内で循環させ、地域経済を活性

化し、地域社会の中にストックしていけるか、つまり、地域の経済社会システ

ムをいかにして内発的に再構成できるかが当面の課題として浮上している。  

こうした状況の中で、地域通貨は地域内で稼いだ所得が地域外に流出せず、

地域内での消費や投資の拡大、雇用の拡大に結び付く経済の好循環を生み出す

媒 介 的 役 割 を 果 た す こ と に 注 目 し て い る 。 一 般 的 に 、「 地 域 通 貨 (Local 

Currency)」は国家や一定地域内での流通を法律で強制している「法定通貨

(Legal Tender)」とは異なり、ある特定の地域やコミュニティ内でのみ流通で

きるように設計されており、地域内で生産された付加価値が地域外に流出する

のを防ぎ、地域内循環を促す通貨である。 

さて、韓国で地域通貨が登場したのは 2017 年であり、韓国政府は小商工人

(小規模の個人事業者など)への支援のために地域通貨の発行を本格的に進めて

きた。特に 2018 年に経済的な困難に直面した群山(グンサン)と巨済(コゼ)地

域で地域通貨の発行に国費が投入されることから「地域愛商品券」という名称

で広がっていった。また、2020 年に「地域愛商品券利用の活性化に関する法律」

が施行されることに伴い、地域通貨は地域経済政策の主な手段として位置づけ

られている。 

 ここで、韓国の地域通貨の発行の推移をみると、2023 年 11 月時点で、全国

243 カ所の自治体のうち、204 カ所で地域通貨を導入しており、地域通貨の発行

額は地域通貨事業が本格化した 2019 年に前年比 10 倍の 3 兆 2,000 億ウォンに

達し、その後 2020 年は 13 兆 3,000 億ウォン、2021 年に 22 兆ウォン、2022 年

には 27 兆 2,000 億ウォンとなり、着実に伸びてきた(韓国行政安全部、2023)。

このうち国費による支援金額は 2020 年の 6,689 億ウォンから、2021 年は 1 兆

2,522 億ウォン、2022 年には 7,853 億ウォンに達し、地域通貨事業の安定的な

運営に寄与してきた。こうした韓国における地域通貨ブームは、インセンティ

ブ(キャッシュバック)の財源を中央政府と自治体とが合わせて負担することに

より、市民への地域通貨の使用の誘因とそれに伴う地域内での消費の喚起を図

る構造となっている。 

 また、ほとんどの自治体で地域通貨を発行するに従い、地域通貨プラットフ

ォームを提供し、その運営管理を担うプラットフォーマも増えている。2023 年

時点で、地域通貨プラットフォーム運営の代行者には、韓国造幣公社、KT、KONAI、

NICE 情報通信、KIS 情報通信、Bizplaypay、Shinhan Card などが代表的なもの

である。 

 中でも特に KONAI は、60 の全国自治体において地域通貨プラットフォームを
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運営する国内の代表的なプラットフォーマであり、同社は国内初のカード型地

域通貨を開発するとともに、地域通貨関連基盤の付加サービスを提供できる技

術を持っている。例えば、地域通貨アプリを通じた充電•決済サービスのほか、

配達サービス、タクシーの呼出サービス、地域のショッピングモール、寄付サ

ービスなど、多様で柔軟なサービスを提供している。これにより、地域通貨プ

ラットフォームが地域の商圏を活かしながらコミュニケーションを強化し、コ

ミュニティ意識を高める「地域コミュニティ·プラットフォーム」としての役割

を果たしているのである。 

 一方で最近では、政府の地域通貨への財政支援が大幅に減っており、かえっ

て各自治体の財政負担も加重になっている。こうした政府による地域通貨予算

が減るにつれて、各自治体では地域通貨関連の予算を縮小する傾向も見え始め

ている。仁川広域市や大田広域市では、キャッシュバック率を従来の 10％から

5％に下げ、月の利用限度額も従来の 50 万ウォンから 30 万ウォンに減らした

のである。従って、今後の地域通貨政策の運営にあたっては、従来の政府によ

る財政支援に一定程度依存していた構造から脱し、地域経済再生に向けた「代

替貨幣」としての趣旨を最大限に生かして持続可能性を確保するための対策づ

くりが不可欠になる。 

 本稿では、地域内の経済循環を高めるための内発的な実践を、地域通貨の循

環を通じて生み出す可能性に焦点を当てて考察する。具体的には、韓国を代表

する地域通貨事業プラットフォーマーである KONAI が持った特徴や運営実態を

把握し、「地域コミュニティ·プラットフォーム」としての発展可能性とその課

題について検討する。 

 本稿の構成は以下の通りである。第Ⅰ節では、韓国における地域通貨の動向

とその特徴を把握する。第Ⅱ節では、韓国で地域通貨プラットフォームを代表

する KONAI の運営事例をもとに、その実態と特徴を明らかにする。最後に、お

わりにでは、「自治体•市民•地域企業」がつながる地域通貨の生態系を造成し、

地域通貨の汎用性を高めるために必要なプラットフォームの活性化方策を提示

する。 

 

 

Ⅰ 韓国における地域通貨の動向と特徴 

 

 コロナ禍以降、国際的な金融環境の変化や地方財政の危機、地域経済の低迷

など厳しい状況が続く中、韓国では地域活性化の代案として地域通貨への関心

が高まっている。何よりも地域で稼いだ所得が地域外に流出されることを防ぎ、

地域経済の活性化を図るために地域通貨を導入する自治体が急速に増えている。 

 一般的に地域通貨(Local Currency)は、地域住民が自主的に設計•発行•管理

し、特定の地域•コミュニティ内でのみ流通する利子がつかない貨幣であり、ま
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た、地域社会で人々を結合させ、共通する価値や関心事を表現•伝達•共有する

ための媒体となるものである(西部、2006)。 

  さて、韓国で地域通貨が導入された経緯をみてみると、1997∼98 年経済危機

以後、低迷する地域経済を活性化するために地域通貨の導入が進んでおり、初

期の地域通貨運動は LETS(Local Exchange Trading System)に代表されるコミ

ュニティ活性化を目的としたものであった 2。その後、2019 年に入って地域通貨

事業が本格化するにつれ、多くの自治体で導入し始めており 3、地域経済の活性

化、地域内循環経済を促す手段として活用しようとしたものが多かった(リュ、

2020; クオン、2020)。 

 図１は、韓国における地域通貨の発行額と発行自治体数の推移を示す。それ

によると、2018 年の地域通貨の発行額は 3,714 億ウォンであったが、2019 年 3

兆 2 千億ウォン、2020 年 13 兆 3 千億ウォン、2021 年 22 兆 2 千億ウォン、2022

年 27 兆 2 千億ウォンへと大幅に増加した。また、地域通貨を導入している自治

体数は地域通貨事業が本格化し始めた 2019 年の 172 カ所から 2022 年に 232 カ

所まで増えた。 

 

  図 1 地域通貨の発行額及び発行自治体数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 (資料) 韓国行政安全部(2022)。  

                                                                 

2 1996 年「Green Review」で地域通貨 LETS(Local Exchange Trading System)が最初に紹介された

後、1997 年以降の経済危機の中での失業問題に対応するために、「未来を見据える人々の集まり」

で作った「Future Money」が国内初の地域通貨として知られている(キム・ドンべ他、2001)。そ

れ以後、ソウルの松坡(ソンパ)助けあい(1999 年 )、京畿道(キョンギド)の果川(クァチョン)助け

あい(2000 年 )、大田(テジョン)の Hanbat LETS(2000 年 )、京畿道(キョンギド)の光明(クァンミ

ョン)GURU(2004 年 )など多様な地域通貨が導入と消滅が繰り返されてきた。  

3  韓国で初めて自治体の主導によって地域通貨が導入されたのは、2016 年に「青年基本手当」を「ソ

ンナム愛商品券」により支給した城南(ソンナム)市であった。「青年基本手当」とは、「基本所得」

という概念から始まり、不安定な青年層(19∼24 才 )に対する所得支援策であり、月額 30 万ウォン

の基本所得を支援する制度である。  
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 このように地域通貨の導入が急激に増えた背景には、政府による政策支援が

下支えになった。表１は、地域通貨関連の政府による支援内容をまとめたもの

である。それによると、2019 年の地域通貨の発行額 2.3 兆ウォンに対し、4％

のインセンティブが与えられ、その後 2020 年には 3 兆ウォン規模に拡大し、

4％のインセンティブが政府の本予算に盛り込まれた。また、2021 年にはコロ

ナ禍の長期化に備え、地域通貨の発行額を 15 兆ウォンにまで拡大した 4。 

 

 表 1 政府による地域通貨への財政支援の内訳 
 

 

 (資料)韓国行政安全部の報道資料(2021 年 1 月 14 日)。  

 

また、2020 年における地域別の対人口比地域通貨の発行額をみると、京畿道

と仁川広域市が 2 兆 5,000 億ウォン程度で、他の自治体に比べて発行実績が圧

倒的に高い。その中でも特に仁川広域市の 1 人当たり地域通貨発行額は 102 万

ウォンであり、他の地域と比べてかなり高い水準である(図 2 参照)。 

 

  図 2 地域別の対人口比地域通貨発行額(2020 年） 
 

 
  (注) 人口データは 2020 年 12 月時点のものであり、地域通貨の発行額は 2020 年１月 

から 12 月までの累積額である。 

  (資料) 京畿地域通貨ホームページ (https: / /gmoney.or.kr)。   

                                                                 
4  2020 年 7 月に「地域愛商品券活性化に関する法律」が制定され、各自治体の地域通貨

発行に対する政府の支援の根拠となる規定が設けられた。  
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  一方、その間に地域通貨の政策運営においては、国や自治体の財政支援によ

る下支えの影響が大きかったが、今後政府の地域通貨への支援予算が削減され

れば、自治体としては地域通貨の発行額を縮小するか、または政府の財政支援

の縮小分だけ道と市・郡費の支援を負担せざるを得なくなる。したがって、現

時点では、地域通貨が 1 回限りではなく、持続可能で地域内の消費手段として

定着できるよう対策を取る必要がある。 

 さらに最近では、地域通貨と関連する付加サービスの影響力が徐々に高まり、

「配達 Eum」として地域通貨の役割が一層大きくなっている。例えば、仁川広

域市は仁川地域の住民や小商工人のために「Incheon Eum プラットフォーム」

に多様な付加サービスを発掘し、単なる決済手段に留まらず、今や「地域経済

の活性化」と「地域コミュニティの再生」のための「地域コミュニティ·プラッ

トフォーム」として定着しつつある。 

 

 

Ⅱ 韓国の地域通貨プラットフォームの事例 

      ―KONAI がサポートする「Incheon Eum」の革新性―              

    

  1. 地域通貨の流通構造  

 

   地域通貨の主な導入目的は、地域通貨の使用を通じて地域の資金が域外に流

出せず、地域内で循環しながら地域循環型経済を安定的に構築することである。

ここでいう「地域循環型経済」とは、ある一定の空間的な範囲内で、経済が累

積的な循環構造を持ち、成長の果実が地域内部に入り込む経済構造といえる。 

   図 3 は、地域通貨の流通経路を示したものである。図 3 に示されたように、

まず、中央政府と自治体は地域通貨事業運営の総括やその運営規則の制定など

実務的な活動を行っている。特に消費者を誘引するために様々なインセンティ

ブ(キャッシュバック、割引、税金免除など)を与え、地域通貨の普及拡大に乗

り出している。次に、自治体から予算が確保された地域通貨プラットフォーマ

ーまたは金融機関は、地域住民が地域通貨を購入できるようにカード会社と提

携し、独自に開発したプラットフォームを通じて地域通貨を発行、販売する役

割を担っている。 

  また、地域通貨を購入した地域住民は、地域の商店で財やサービスを購入す

ることができる。消費者に財やサービスを販売し、地域通貨を受け取った小商

工人や自営業者は、地域通貨を法定通貨に交換したり、地域通貨が地域内で循

環できるように経済活動を行う。その際、地域住民は地域住民との間(C2C)で財

やサービスを交換して地域通貨を使用でき、住民と小商工人や自営業者の間

(B2C)、企業間(B2B)で取引をしながら地域内で多層的な関係性を作り出せるの

である。  
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  図 3 地域通貨の流通構造 
 

 

      (資料) パク•ソヨン(2022)。  

 

 2. 地域通貨プラットフォーマーの現状 

 

 表 2 は、自治体別の地域通貨プラットフォーマーの利用状況を示したもので

ある。韓国で代表的な地域貨幣プラットフォーマーといえば、KONAI、KT、韓国

造幣公社、ゼロペイ、NICE 情報通信などが挙げられる。その中でも、KONAI は

2022 年 6 月時点で韓国の 60 自治体において地域通貨プラットフォームを管理

·運営しており、平均決済額は月平均 1 兆ウォンに達するなど、韓国の地域通貨

市場で全体の 6 割を占めている(表 2 参照)。 

 

  表 2 地域通貨プラットフォーマーの一覧 
 

 

 (資料) 韓国行政安全部(2023)。  
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 また最近では、大型カード会社が地域通貨プラットフォーム事業にも手を伸

ばしている。地域通貨の販売代行により地域通貨の決済だけでなく、自社の商

品やプラットフォームを利用してもらえるようにする、つまり「ロックイン効

果(Lock‑in Effect)」を上げるためである。例えば、韓国の大手カード会社で

ある Shinhan Card は、地域通貨プラットフォームである「ソユルペイプラス」

アプリを最近オープンした。このように地域通貨の発行額·発行自治体数ともに

急拡大する中で、地域通貨プラットフォームをめぐる競争はさらに激化してい

る。 

 

 3. KONAI の地域通貨ベースのプラットフォームビジネス化 

 

 1998 年に創立された KONAI は、スマートカード(IC chip 内臓)の製造を専門

とする企業である。主に SE(Secure Element)基盤の金融 IC カード、通信専用

カード、電子パスポートなどを製造し、主要顧客企業へ供給してきた代表的な

プラットフォーマーである。 

 2017 年までは金融業界の企業を対象に B2B(企業間取引)事業を展開してきた。

その後、2018 年には仁川地域を始め、B2G(企業対政府間取引)部門である地域

通貨事業に本格的に乗り出し、KONAI カードのプラットフォームを活用して地

域通貨基盤の決済システムを構築し、その運営費用や決済手数料を受け取って

いる。 

 こうしたカード型地域通貨の発行を通じて、従来の紙幣型地域通貨を置き換

えながら高い成果を出し続けている 5。現在は全国で 60 自治体の地域通貨プラ

ットフォームを運営しており、公共配達アプリ、タクシー呼出アプリ、寄付ア

プリなど地域通貨基盤の付加サービスを提供することで、「地域コミュニティ·

プラットフォーム」としての役割を果たしている。 

 

  1
１

)「市
し

―
ー

区
く

―
ー

町
まち

―
ー

村
むら

」単位
た ん い

で連携
れんけい

した重層
じゅうそう

構造
こうぞう

 

  重層
じゅうそう

構造
こうぞう

とは、地域通貨プラットフォームを基本とし、市・郡・区及び企業、

団体などに対して必要なサービスを個別に加わった構造をいい、地域通貨事業

の核心的部分をなす。 

 現 在 、 KONAI が サ ー ビ ス を 提 供 し て い る 仁 川 広 域 市 で 使 え る 地 域 通 貨

「Incheon Eum」の場合は重層構造に設計されている。つまり、仁川のほぼすべ

ての地域で使える利便性の確保と基本キャッシュバックを受けると同時に、追

加のキャッシュバックを通じて特定の自治区で消費することにより、該当地域

                                                                 
5 仁川広域市が発表した資料(2022)によると、2018 年から 2021 年まで「Incheon Eum」の

決済額は 8 兆 6,542 億ウォンに達しており、このうち「Incheon Eum」のプラットフォー

マである KONAI の決済手数料収益は 4 年間で約 820 億ウォンに達していた。  
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の活性化に役立つものと期待されている。 例えば、仁川広域市西区の地域通

貨である「Seoro Eum」の場合、「Incheon Eum」の基本キャッシュバック(6％)

に西区が独自に組立てられた予算 4％を加えた全体で 10％のキャッシュバック

を提供している。「Seoro Eum」を使えば、10%のキャッシュバックを、仁川地域

の他自治区で使っても 6%の基本キャッシュバックを受けることができる。これ

は江原道と江原道内の自治区との間で互換性のない紙幣型の地域通貨を各自発

行しているケースとは大いに異なる。ここで、「Incheon Eum」の重層的構造を

示すと図 4 の通りである。 

 

 図 4 「Incheon Eum」の重層的構造 
 

 

  (資料) KONAI の内部資料。 

   

 

  このように「市―区―町―村」単位で連携された地域通貨の重層的構図は各

階位ごとに独自で地域通貨事業の展開が可能となり、自治体が行う多様な政策

手当を構造化されたプラットフォームに載せて運用することができる。これに

より、本格的な地方分権時代において、各地域の特色ある政策の発掘及び地域

の活性化に寄与する。 

 図 5 は、KONAI の決済プラットフォームの構造を示したものである。図 5 に示す

ように、KONAI の決済プラットフォームは適用が柔軟で、拡張性の高い MSA(Micro 

Service Architecture) 6を基に設計されており、地域通貨に多様な拡張機能を備え

たモデルといえる。さらに、ビッグデータの処理及びオープン API(Open Application 

Programming Interface)を通じたデータの相互利活用はもちろん、事業の継続性を

確保するのに有利な構造となっている。  

                                                                 
6 マイクロサービスアーキテクチャ(Micro Service Architecture)とは、1 つのアプリ 

ケーションをビジネス視点で分割した複数のサービスに分割し、疎結合に連携した  

アーキテクチャのことである。  
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  図 5  KONAI の決済プラットフォーム構造  
 

 

     (資料) KONAI の内部資料。 

 

 さて、ここで KONAI の決済プラットフォームの特徴をまとめると、次の通りであ

る。第 1 に、安定性に優れたサービスが挙げられる。国際標準の基盤技術を持ち、

カードの発行から管理運営に至るまで情報を一元化し、各段階でのモニタリングを

通じて安全に管理することができる。また、地域通貨の不正使用禁止に向けた異常

取引の検知や資金洗濯(マネーロンダリング)防止システムを構築することで健全な

取引が可能となる。第 2 に、地域通貨基盤の付加サービス構築の経験とノウハウが

挙げられる。具体的にはタクシー呼出、配達、ショッピングモール、寄付、アンケー

ト調査など多様な連携サービスを提供しつつ、政策を市民に伝達する政策プラット

フォームとしての役割を担っている。第 3 に、サービス利便性の高さが挙げられ

る。例えば、カードの発行や充電、決済、使用履歴、使用先など利用者の便宜

を考慮した画面構成にすることで利用の利便性を高めると同時に、売上高区間

ごとにキャッシュバックを差等支給したり、非対面の決済方式(簡易決済、QR 決

済)に対応できるようにし、利用者の利便性を高めている。   

 

  2)「地域コミュニティ·プラットフォーム」としての進化 

  一般に、充電または決済機能のみを行う他社の決済システムとは異なり、

KONAI の決済プラットフォームは、柔軟性や拡張性に優れており、多様な付加

サービスが提供できる。また、自治体ごとに地域通貨プラットフォームが運営

されており、それぞれの地域の特性や政策に合わせて、地域通貨関連サービス

の発掘やキャッシュバックサービスを提供できることが最大の相違点である。 

  その具体例としては、仁川広域市西区の公共配達サービスである「配達

Seogu」、釜山市の地域通貨である「Dong100」を基盤としたタクシー呼出サービ



 - 11 - 

ス「Dong100 Taxi」などが挙げられる。 

  ここでは、韓国で地域通貨の代表走者となっている「Incheon Eum」の事例を中

心に検討していく。仁川広域市と KONAI は「Incheon Eum」が単に充電·決済してキ

ャッシュバックを受けるだけにとどまらず、地域の住民や小商工人に恩恵を与える

ように様々な付加サービスを「地域通貨プラットフォーム」に連携させている。 

  現在、公共配達アプリ(配達 Eum)、伝統市場での買い物アプリ(Eum 買い物)、タク

シー呼出アプリ(Eum Taxi)、地域ショッピングモール(Incheon E-MALL)、寄付アプ

リ(Nanum Eum)など地域コミュニティサービスを提供しており、「Incheon Eum」の

プラットフォーム機能をさらに強化している(表 3 参照)。中でも、KONAI が行える

地域コミュニティサービスは地域通貨プラットフォーム上に搭載され、利便性

が高いだけでなく、仲介手数料や広告手数料がゼロまたは低く、小商工人の手

数料負担を減らして地域住民や小商工人から好評を得ている。 

 

  表 3 「Incheon Eum」プラットフォームの付加サービス一覧 

 

 

 (資料) Incheon Eum ホームページ(https://incheoneum.or.kr)。   

 

 

  (1) 公共配達アプリ「配達 Eum」 

 「配達 Eum」は「Incheon Eum」プラットフォームの上に搭載された公共配達アプ

リであり、独占的な配達アプリの横暴を地域の小商工人に対する公益的な問題とし

て認識したことから始まった。2020 年 1 月、仁川広域市西区の地域貨幣である「Seoro 

Eum」基盤の公共配達アプリ、「配達 Seogu」が本格的に導入された。2020 年第 3 四

半期は、仁川地域の配達アプリ市場で「Baemin(配達)」に次ぐ第 2 位のシェアを占
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めていた。その後、2021 年 7 月には仁川の 10 郡•区にまで「配達 Eum」サービスを

拡張した。そして何よりも広告費に手数料を別途上乗せするではなく、仲介手数料

も低く(2%)、加盟店の手数料負担を減らすことで加盟店主の満足度はかなり高かっ

た。2022 年 5 月末までの「配達 Eum」の累積注文数は 172 万 1,211 件であり、

累積決済額は 404 億 5,600 万ウォンに達した。また、「配達 Eum」を通じて注文

可能店舗数は 9,184 カ所と徐々に拡大している(表 4 参照)。 

 

  表 4 「配達 Eum」の運営実績 
 

(単位: 件、百万ウォン、カ所/2022.5.31.基準) 

 

 (資料) Incheon Eum ホームページ(https://incheoneum.or.kr)。   

 

  表 5 「配達 Eum」と他の配信アプリのコスト比較 
 

 

 (資料) KONAI の内部資料。   

 

  (2) タクシー呼出アプリ「Eum Taxi」 

 仁川広域市は、仁川地域のタクシー業界において「Kakao Taxi」など民間企業のタク

シープラットフォーム加入による手数料の負担を減らして市民がより便利にタクシー

を利用できるように公共型のタクシープラットフォーム、「Eum Taxi」アプリを 2021 年

11 月から開始した。「Eum Taxi」アプリを通じてすぐにタクシーの呼出しができ、かつ

代金の決済時に地域通貨を使えることでキャッシュバックの特典も受けられる。 

 2022 年 5 月末時点で、仁川広域市全体のタクシー14,364 台のうち、約 6,016 台

が「Eum Taxi」に合流しており、1 日平均呼出件数は 6,200 件、累積呼出件数は 50

万件近くに達した(表 6 参照)。また、決済手数料のほかに利用手数料もなく、バウ

チャーや観光タクシーなど多様な付加サービスの提供が可能となり、地域のタクシ

ー業界全体の売上高の伸びにも役立てられる。さらに、メンバーシップサービスに

よる差別もなく、大型プラットフォーマーの独占を牽制できる。 
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表 6 「Eum Taxi」の運営実績 
 

                                                  (単位：台、件/2022.5.31.基準) 

 

 (資料) Incheon Eum ホームページ(https://incheoneum.or.kr)。   

 

  表７ タクシー呼出アプリごとの料金比較 
 

 

 (資料) KONAI の内部資料。   

 

  (3) 伝統市場の買い物アプリ「Eum 買い物」 

 「Eum 買い物」は、従来の伝統市場に「Incheon Eum」プラットフォームを結合

させることにより、スマートな伝統市場への変身を図ろうとするものである。

伝統市場の中の遊休空間を再生し、「Eum 買い物」アプリに登録した店舗への配

送サービスを提供しており、また、「Eum 買い物」アプリを通じて追加のキャッ

シュバックを与えながら伝統市場のスマート化を推進することで、非対面での

買い物サービスも展開している。 

 仁川広域市内の伝統市場 14 カ所のあらゆる商品が注文可能な「Eum 買い物」

の取引金額は 2022 年 5 月末までに 1 億 7,600 万ウォンに達し、低迷が続く伝

統市場の活性化に大きく寄与している(表 8 参照)。 

 

  表 8 「Eum 買い物」の運営実績 
 
                                                     

(単位:百万ウォン/2022.5.31.基準) 

 

 (資料) Incheon Eum ホームページ(https://incheoneum.or.kr)。  
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  (4) 加盟店向けサポート「特典プラス加盟店」 
 

 「特典プラス加盟店」は、「Incheon Eum」の持続的な運営のために加盟店主が自

発的に参加し、3～7％をキャッシュバックを提供するものである。加盟店主の売上

に役立つ様々な特典が用意されており、使用者は追加的な割引特典を受けることが

できる。 

 こうした「特典プラス加盟店」を通じて、使用者は「特典プラス加盟店」で 10

万ウォン決済時に現場割引(3%)、基本キャッシュバック(2022 年 7 月時点の 5%)、郡

·区ごとの追加キャッシュバック(2%∼7%)など様々な恩恵が受けられる。また、「特典

プラス加 

盟店」には「Incheon Eum」基盤の事業者カードの発行や、郡·区ごとに若干異なる

が「Incheon Eum」カード決済の手数料(0.5％)の全額が免除される。 

 2022 年 5 月末時点で、「特典プラス加盟店」アプリに登録した店舗数は 7,920 カ

所に達しており、加盟店主の売上高の伸に役立つ様々な特典(決済手数料の免除、加

盟店の無料広報ツール提供など)を与えながら、地域通貨事業の「協治の主体」とし

て認識し、積極的な参加を促している。 

 

  表 9 「特典プラス加盟店」の加入実績 
 

(単位：カ所、2022.5.31.基準） 

 

 (資料) Incheon Eum ホームページ(https://incheoneum.or.kr)。 

 

 (5) 地域ショッピングモール「Incheon MALL」 

 コロナ禍の中、非対面消費が広がり、オンラインショッピングが日常化してい

る。こうした中で、「Incheon MALL」は「Incheon Eum」プラットフォーム内の

オンラインモールであり、仁川広域市内の通信販売業者であればそれに加入で

きる。また、カード決済の手数料のほか、仲介手数料、入店費用、広報費などが

無料で提供される。 

 2022 年 5 月末時点で、「Incheon MALL」の取扱商品数は 9 万点を超えており、

2019 年 2 月のサービス開始以降、「Incheon MALL」を通じた販売額(累積)は 234 億

5,200 万ウォンに達した(表 10 参照)。このように「Incheon MALL」は小商工人や

自営業者の営業コストの削減や非対面·遠隔での販路開拓に寄与している。 
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 表 10 「Incheon MALL」の運営実績 
 

（単位：カ所、個、百万ウォン/2022.5.31.基準） 

 

 (資料) Incheon Eum ホームページ(https://incheoneum.or.kr)。 

 

 (6) 寄付アプリ「Nanum Eum」 

 「Nanum Eum」は、地域内の消費を通じて生じるキャッシュバックまたは地域通貨

を助けを必要とする人々と分かち合うために設計されたアプリであり、これにより、

地域愛の実践や地域共同体の強化に寄与している。そして何よりも地域内の多様な

主体がプロジェクトを開発し、地域通貨の利用者が保有する寄付ポイントを分けて

差し出せるように設計されている。 

 2022 年 5 月末までに「Nanum Eum」を通じて集められた寄付金は 6,095 万 6,824

ウォンに達し、およそ 4,984 人が参加して地域への分かち合い活動の実践を続けて

いる(表 11 参照)。こうした「Nanum Eum」の活動が活性化すればするほど、「Nanum 

Eum」プラットフォームを利用する市民とその助けを受けた市民の間で、地域共同体

への愛着、帰属意識は高まっていくだろう。 

 

  表 11 「Nanum Eum」の運営実績 

                                                           (単位：ウォン、人/2022.5.31.基

準) 

 

 (資料) Incheon Eum ホームページ(https://incheoneum.or.kr)。 

 

  (7)「特化型カード」発行 

 「 Incheon Eum」プラットフォームの重層的構造が持つ最大のメリットは、

「Incheon Eum」のキャッシュバック機能を備えた「特化型カード」の発行が可能

である点である。こうした「特化型カード」の発行を通じて「特化型カード」を

利用する人々が地域での生活の便益を高めるだけでなく、様々な特典を提供するこ

とで地域の商権活性化とプラットフォーム自体の価値向上を図ろうとしたのであっ

た。例えば、仁川広域市延壽区では「Yeonsu Eum」に地元の大学と団体、アパート

などの管理機能を備えた「Yeonsu Eum」の「特化型カード」事業を展開している。

学生証や出入証など団体の管理カードと「Yeonsu Eum」の決済機能を結合した
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‘One Card One Pass’の発行体制を整えて、地域住民の利便性の向上はもちろんの

こと、地域経済の活性化にも寄与している。 

 

  表 12 「特化型カード」の運営実績  
 

 

（資料) KONAI の内部資料。 

 

 

おわりに: 地域通貨プラットフォームの活性化案  

 

 ここでは、「自治体―市民―小商工人」につながる地域通貨を基盤とする生態

系を造成しながら、地域通貨の汎用性を高めるためのプラットフォームの活性

化方案を提示する。 

 第 1 に、地域通貨プラットフォームを「地域コミュニティ·プラットフォー

ム」にまで拡張して、市民の利便性向上や地域通貨の政策効果を最大限引き出

す必要がある。特に最近は、地域通貨関連の付加サービス要因の影響力が徐々

に上がっており、「コミュニティ·プラットフォーム」としての役割はますます

重要性を増している。こうしたことから、各自治体が行う様々な政策が地域通

貨プラットフォームを通じて、市民や小商工人に十分に伝えられ、効果的な運

営ができるようにすることが重要である。   例えば、韓国の地域通貨の代表

走者である「Incheon Eum」の場合、「Incheon Eum」プラットフォームの機能を

活用して進めた付加サービスが大きな成果を出しており、また、こうした付加

サービスによる恩恵が「Incheon Eum」を利用する市民を増やす誘引となって

いる。これまでオフライン決済に偏っていた地域通貨事業の領域から抜け出し、

「Incheon Eum」は配達、寄付、交通、ショッピングなど事業領域を広げながら、

地域経済の好循環を実現する媒介的な役割を果たしている。 

  第 2 に、地域通貨プラットフォームの重層的構造の下で地域通貨の発行及び

運営方式の導入が必要である。すでに言及したように、「Incheon Eum」プラッ

トフォームの最大の特徴は他の自治体と異なり、市と郡·区で重層的な構造を持

ち、地域通貨の活用を最大化できる点である。ここでいう重層的構造とは、

「Incheon Eum」の例のように、市単位での地域通貨を基に郡•区ごとで地域貨

幣を発行したり、特定地域や業種のみで使えるサービスの提供を通じてインセ

ンティブを追加的に付与するなど地域内の消費を地域経済の活性化に結びつけ

ていくのである。こうした地域通貨の重層的な構造方式は、「市―郡•区―町―
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村」単位まで連携(一括)された政策はもちろんのこと、各階位レベルで独自性

のある地域通貨政策を展開することができる。例えば、自治体レベルで行う政

策手当(児童手当や給付金など)を構造化されたプラットフォームの上に載せて

執行することができ、地方分権時代に見合った地域密着型のサービス展開が可

能となる。 

 第 3 に、地域通貨基盤の「データ配当制」を導入する必要がある。ここでデ

ータ配当(Data Dividend)は、市民が使った地域通貨のデータをプラットフォー

ムを通じて非識別情報に加工した後、データを必要とする研究所や学校、企業

などに売って得た収益金の一部を地域通貨を使った市民全体に還元する方式で

ある。その一例として、京畿道は 2019 年末に世界で始めて「地域通貨のデータ

配当システム」を構築し、2020 年から本格的な運用を開始した。2020 年 2 月に

1 回の配当金として、2019 年 4 月から 12 月までのデータ販売による収益金

5,000 万ウォンを、地域住民の約 36 万人に 120 ウォンずつ支給し、「データ主

権の保護と地域経済の活性化」というデータを循環させる体制を整えたのであ

る。 

 第 4 に、B2B(企業間)取引において地域通貨の活用の拡大を図る必要がある。

図 6 に示されたように、B2B 取引で生じる購買企業と販売企業の間で様々な財

貨·サービスの取引による代金決済を、地域通貨プラットフォーム上に乗せて提

供するサービスを発掘すべきである。このように地域通貨が C2B(企業対消費者

間)取引を超えて、B2B 取引で全面に活用されれば、地域通貨が再流通され、域

内の産業連関の強化につながる。その結果、地域通貨が 1 回限りの消費ではな

く、何度も繰り返し使うことができる。また、このことは今後政府の地域通貨

への支援予算が減っても、持続可能な地域通貨事業を展開できる方案の一つで

ある。 

 

 図 6  B2B 取引における地域通貨の活用 
 

 

   (資料) 仁川広域市(2020、p.150)。  

 

  第 5 に、他領域との結合により、地域通貨の流通拡大や地域課題の解決活動

との連携を強化する必要がある。例えば、「福祉」との結合によるボランティア



 - 18 - 

活動との連携サービス、「教育」との結合を通じた才能寄付、教育支援サービス

などはその実現に向けての一つの代案になり得るだろう。 
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